
- 1 - 

２０２１年７月７日

第１２８回管理運営問題部会 議事録

開催日時 ２０２１年６月１３日（日）  １４：００~１６：００
開催場所 ブリリア多摩センター パーティルーム

出席者（敬称略・順不同）  常光、二宮、長谷川、小川、末満、南波、長久保、中川、伊野、

井口  以上１０名    

司会者  常光部会長 

議 題

１）第１部「長期マネジメント計画のすすめ」④       担当 常光部会長

２）第２部「先進事例・若葉台住宅」            担当 小川氏

資 料 ・マンションの長期マネジメント計画策定の手引き（案）

・マンションの長期ビジョン等に関する既存事例 若葉台住宅

・マンションの長期ビジョン等に関する既存事例４ 横浜市若葉台団地 小川氏提供

議  事

１．第１部

部会長より、前回は長期マネジメント計画導入の直接的な効果として①中長期的に一貫性の

ある管理組合運営ができる、②長期修繕計画を見直す際の基本指針となることについて説明

があった。今回は間接的な効果について討議した。

先ず、開催案内の記載事項に基づいて以下の説明があった。

間接的効果を扱うについては、先ずマンションの持つ特性を考える必要がある。新築マンシ

ョンも３０年も経つと住民の入れ替わりが起こる、また高齢化が進み独居老人、老々夫婦が

増えてくるといった住民変化と共に建物設備の老朽化も進む。さらに社会環境の変化がこれ

に加わる。このような変化が年を経るにつれ生じてくることは避けえない宿命といえる。こ

のような状況の中でどのような形でマンションの最終時期（利用限界）を迎えるか想定した

うえで、その間のハード・ソフト両面での変化のあらゆる面を予測して長期マネジメント計

画を策定する。結果、組合及び住民に対する間接的な効果として、①自マンションについて

諸段階での状況変化を大枠で事前に予測できるため、各段階での組合運営での課題が明らか

になる。②住民もマンションの将来像を踏まえたうえで住宅及び生活設計を考えやすくなる。

③マンションの終末について組合も住民も意識するようになる。④同じ将来像を持つことに

よりコミュニティ内で一体感が生まれ組合運営への理解が高まる、ことなどが期待できる。

また、策定した長期マネジメント計画をホームページに掲載したり、不動産業者などに広く

知らせることで、良好な組合運営が行われている証となり資産価値向上にも役立つ。

以上の概略説明の後、

テキスト１１ページ「２）①自マンションの置かれている客観的状況の把握」に沿い進めら

れた。

長期マネジメント計画の検討にあたってはマンションを取り巻く様々な状況を把握するこ

とが必要。区分所有者は、マンションの状況を分かっていると思っているが、思い込みがあ

ったり、重要な事項を知らなかったりすることも考えられる。検討の過程でマンション内外

の客観的な情報を収集整理してゆくことになるので、自分のマンションの置かれている状況

を客観的に把握することができる。
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今までこのような分析は行われていなかったが、長期マネジメント計画の策定にあたっては

いろいろな項目のチェックをする。

その過程で自らのマンションのどのようなところが強いのか、どこが弱いのか、といったこ

とが浮かび上がってくる。長期修繕計画は２５～３０年の間に行う改修等の実施項目とその

概算費用をまとめたもので、その先の問題やビジョンまでを捉えるものではない。

長期マネジメント計画では、様々なデータを集積していくなかで、各マンションの長所・短

所を明らかにしながら、それぞれのマンションの特性を探っていくことに特徴がある。いず

れも中長期的に世代循環型を指向することは欠かせない要素だろうが、その具体策として、

①高齢者に優しい、②子育てがしやすい、③住環境がよく若い人たちにも好まれる、といっ

た、それぞれが持つ特性をどのように拡充していくかが問われることになる。

いずれにせよ、築６０年位には最終形態をどうするか見極めを付けねばならない。建替えに

ついては郊外マンションの場合、もはやデベロッパーの協力はほとんど期待できない。行う

とすれば自主建替えだろう。それには１住戸当たり２千万円（取り壊し費用 ２００万円 建

替え１８００万円）とされる資金をどう調達していくか、実現性のある資金計画が求められ

る。

その手段の一つとして、国交省は敷地の一部売却を可能とする新制度設ける動きがある（現

在の敷地売却制度は耐震不足などの認定を受けたうえでの一括売却に限られている）。

一方、長寿命化について最近、大方１２０年は持ち、管理が良ければ１５０年は使用に耐え

られるとの見解が示されている。しかし、長寿命化を図るには長期修繕計画を超えて、超長

期的に適切な工事予定を考えねばならない。

今後の進め方として、ひとつはテキスト２１㌻記載の現状認識チェックシートを利用する。

２．第２部：先進事例「若葉台住宅管理組合協議会」（築４２年～２９年の１４団地が加盟）

小川氏より別途配布の資料「マンションの長期ビジョン等に関する事例４ 横浜市若葉台

団地」（＊）に基づき説明があった。資料の説明に加えて補足説明のあった部分の大要を以

下に記載する。     ＊註）末尾に添付

・前回までの事例は一団地（一管理組合）単位であったが、今事例は横浜市旭区若葉台の１

５管理組合（協議会からは１組合が脱退している）にまたがるもので、対比するには多摩

ニュータウンあるいは多摩市の一区画（例えば豊ヶ丘地区）といった範囲が当てはまる規

模である。

・所在地は横浜市旭区、東側にＪＲ横浜線、西側は相鉄線、北は東名高速道横浜インターに

囲まれた地域であるが、駅より離れていており、４社（神奈川中央、東急、横浜市営、相

鉄）のバス便で周辺７駅につながれる。山地を切り開いた起伏の多い地形（標高６０ｍ）

で多摩市（標高７０ｍ）に似ている。開発面積は９０ｈａ（参考：多摩市豊ヶ丘１１０ｈ

ａ）。自転車道は色分けされている。高齢化率は高く５２．５％（多摩市豊ヶ丘地区３４％、

鶴牧２４％）。域内にはケアハウスもある。

・住民の健康と暮らしに関する実態調査

高齢化率は平成２９年で全国平均２７．５％に対し、若葉台は４６．０％と高い。一方、

要介護認定率についてみると全国１８．０％に対し若葉台は１１．６％と低い。この原因

は調査で次のような実態が判明した。すなわち、若葉台はスポーツ会への参加が横浜で１

位、趣味の会参加は２位、知人友人との邂逅については横浜で３位（積極的にイベントに

参加し外部との接触を図ることが有効との一例か）、ちなみに認知症率は市内で９位であ

った。

・横浜・若葉台未来づくり

放置しておくと人口減少が止まらない。２０２８年には３，０００人減、さらに１０年先

には３，０００人減が見込まれる。そこで次世代に愛される街への戦略作りとして次世代

が住み続けるための課題の洗い出し、アンケートにより魅力ある街としてのＰＲポイント
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の発掘、街づくりの目標を世代循環型に置き、そのために取り組むべき戦略を立ている。

具体的には、中心街をエンジンとして町の活性化と再生を図る。地域内での包括的子育て

支援。安心安全健康。住環境公共空間のリノベーション展開。総合的エリアマネジメント

の発展的展開。 

・横浜国大との連携で、スマホアプリで地域のバス交通情報が一目瞭然にわかるシステムを

開発。コミュニティバス若葉号４系統のバス利用システムでは、Ｈ３０年に６便、１００

人／日利用があった。 

・宅配ボックスによる再配達解消プロジェクトには佐川急便、日本郵政等の協力を得て実証

実験を実施した。 

３．その他の関連討議 

・この団地は都市計画法の一団地住宅施設及び建築基準法の一団地認定の指定を受けている。

前者は区域、面積、建蔽率、容積率限度、住宅の予定戸数、公共施設、公益的施設、住宅

の配置等の方針を定めたものである。（部会長）。後者は１棟の建物の建てるさいに必要な

建築基準を緩和し、団地全体をひとつの地域として基準を設けている。 

・Ｍ団地は一団地認定を受けている。緑地を駐車場に転換するにあたり、雨水処理として流

末処理（公道下の雨水排水管径の増加）の負担をした。変更の公示、パブリックコメント

の期間等含めて３年を要した。（末満氏） 

・多摩市によると、一団地認定地域は多摩市内では諏訪２丁目団地（現：ブリリア多摩ニュ

ウータウン）周辺など相当数がある。一団地住宅施設は百草団地のみとみられる。 

・若葉台で広域にわたる管理組合をまとめて推進を図るプロモーターは誰か。１４管理組合

が業務委託をしている市系列管理センターに専門員がいて立案している。（会長、部会長） 

・高経年マンションでの専有部の配管は共用部と同じ扱いで管理組合が一斉に実施する方向

にあることについて。専有部は個々人で対処すべきとの意見も依然としてある。だが、配

管の交換時期ともなる築後３０年～４０年になると個人では処置できない住居も出てく

るであろうから、やはり管理組合で統一的に行うことを推奨したい。（会長、部会長） 

・その他給排水の樹脂管壽命、交換方法等について意見の交換があった。 

（記録 井口） 

次回 ２０２１年７月１１日（日）１４：００～１６：００ 

   場所 ブリリア多摩センター パーティルーム 
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【添付資料】
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